
◇　令和２年度事業計画及び予算について

１　令和２年度事業運営の基本方針

　　　基礎年金に係る事務については、適正かつ迅速な処理に努めるものとする。

　　退職等年金給付組合積立金により確保し、組合員の需要に的確に対応するよう努めるものとする。

　（４）　基礎年金支払代行事業

○○ ⑦ 年金請求手続きや年金制度の改正内容の照会等に対応するため、引き続き年金制度説明会

1○○○説明に努めるものとする。

○○ ⑧ 個人番号を活用した地方公共団体を含む機関間での情報連携については、引き続き関係

組合員の健康管理に対する意識が高いことから、引き続き組合員のニーズを的確に把握し、保

貸付金残高の大幅な減少により、厳しい財政運営が続いているが、引き続き貸付けの原資を

　　健事業の充実を図っていくものとする。

　（３）　貸付事業

　（２）　保健事業

1○○○等を行い、年金制度への理解及び年金相談業務の充実を図るものとする。

1○○○事務処理に努めるとともに、組合員への情報提供として、個人ごとに積立額等を記載した

1○○○て適切に協力し、同システムを用いた年金事務の一層の適正化及び効率化を図るものとする。

○ ○① 厚生年金保険法の実施機関の一つとして、関係機関と連携しつつ、円滑なワンストップ

1○○○及び受給者に対して積極的に広報活動を行うとともに、組合員への年金見込額等の情報提供

1○○○については、「ねんきん定期便」及び「地共済年金情報Webサイト」により行うものとする。

○○ ⑥ 年金払い退職給付の支給件数は増加していくものと見込まれることから、適正かつ迅速な

1○○○努めながら、適正かつ迅速な事務処理を図るものとする。

○○ ④ 日本年金機構における老齢基礎年金に加算すべき振替加算が支給漏れとなったことについ

1○○○「給付算定基礎額残高通知書」を送付するものとする。

○○ ③ 年金事務処理システムの不備等による在職老齢年金の支給誤りについては、地方公務員

1○○○サービスの提供に努めるものとする。

○○ ② 年金給付件数は、今後とも高い水準で維持するものと見込まれることから、事務改善に

1○○○共済組合連合会の取組に協力してきたところであるが、引き続き同連合会の再発防止につい

○○ ⑤ 65歳までの年金支給開始年齢の段階的引上げなどの年金制度の内容等について、組合員

1○○○て、日本年金機構の取組に、適切に協力するものとする。

当共済組合（団体共済部）は、年金保険としての長期給付事業及び福利厚生のための福祉事業を、

については「積立金の管理及び運用に係る基本的な方針」に基づき適切な運用に努めることとする。

令和２年度の事業運営に当たっては、当共済組合を取り巻く諸情勢や動向を踏まえ、適時適切に

また、個人情報保護や情報セキュリティ対策に万全を期することにより、組合員や年金受給者等

からの信頼を更に揺るぎないものとしサービスの一層の向上を図っていくものとする。

以上の観点から、令和２年度における当共済組合の事業運営の基本方針を次のように定めるも

のとする。

組合員及び年金受給者等の生活の安定と福祉の向上を図るため、関係者の理解と協力を得つつ実施し

てきているところである。

を期するため、業務や情報システムの見直しなど事務処理の簡素・効率化を進めることとし、積立金

必要な対応を行っていくとともに、引き続き経費の節減を図りつつ、共済事務の適正かつ迅速な処理

　（１）　長期給付事業

1○○○機関との連携を図りつつ、適切に実施するとともに、組合員、年金受給者等に対する丁寧な



業 務 遺 族 給 付 11 2
計 6,947 19

（ う ち 一 時 金 給 付 ） 109 9
業 務 障 害 給 付 11 3

退 職 給 付 6,925 15
（ う ち 年 金 給 付 ） 6,816 5

0.75

　　②　給付件数及び給付額
（単位：件、百万円）

区　　　　　分
令 和 ２ 年 度

件　　数 金　　額

　⑶　退職等年金経理

　　①　財源率

財
源
率

団 体 等 の 負 担 金 率 0.75

団 体 組 合 員 の 掛 金 率

標準期末手当等の額の総額

標 準 報 酬 月 額 の 総 額

261

13,481

5,445,771

5,630,548

19,725,942

19,929,508

遺 族 共 済 給 付 16,079 1,892
計 102,029 14,034

障 害 厚 生 給 付 295 40
障 害 共 済 給 付 1,497 121

老 齢 厚 生 年 金 33,032 3,440
退 職 共 済 給 付 47,928 8,253

　⑵　厚生年金保険経理

　　①　財源率

4.00
団 体 等 の 負 担 金 率

　　③　給付件数及び給付額

　　②　追加費用の率

２　事業の概要

　⑴　団体数、団体組合員数及び給料月額等の総額

追加費用の率

基礎年金拠出金の負担金

区　　　　　分 令 和 ２ 年 度

厚生年金給付及び退職等年金給付
並 び に 経 過 的 長 期 給 付

令 和 ２ 年 度

財
源
率

（単位：％）

件　　数 金　　額

令 和 ２ 年 度

（単位：件、百万円）

区　　　　　分

団体組合員の保険料率

0.96

遺 族 厚 生 給 付 3,198

9.15

区　　　　　分

福 祉 事 業

288

区　　　　　分

厚生年金給付及び退職等年金給付
並 び に 経 過 的 長 期 給 付

令和２年度末

（単位：％）

9.15

令 和 ２ 年 度
（単位：％）

（単位：団体、人、千円）

福 祉 事 業

団　 　　　　　体　　　　　　 数

団　　体　　組　　合　　員　　数

区　　　　　　　分



　⑸　保健経理

0.118
0.118

簡 易 が ん 検 査 1,400 1,700

相
談
事
業

電
話
健
康

地 共 済 健 康 ダ イ ヤ ル 組合員及びその家族を対象とした電話健康相談サービス

地 共 済 こ こ ろ の
健 康 相 談 窓 口

組合員及びその家族を対象とした面談カウンセリングサービス及
びWebカウンセリングサービス

健
康
管
理
事
業

人 間 ド ッ ク

胃 腸 ・ 婦 人 科 等 検 査 4,300 4,000
循 環 器 系 検 査 900 3,800

5,200 20,000
生 活 習 慣 病 予 防 健 診 2,500 7,169
特 定 健 診 （ 配 偶 者 ） 200 3,000

　　①　財源率

１(1②　保健事業の種類及び計画人員等

（単位：人、円）

区　　　　　分
令 和 ２ 年 度

計 画 人 員 １人当たり助成金額

令 和 ２ 年 度区　　　　　分
（単位：％）

障 害 共 済 給 付 1,734 26
遺 族 共 済 給 付 19,323 189

区　　　　　分
令 和 ２ 年 度

件　　数 金　　額
退 職 共 済 給 付 78,667 1,876

　　③　給付件数及び給付額
（単位：件、百万円）

区　　　　　分 令 和 ２ 年 度
追加費用の率 0.13

　⑷　経過的長期経理

　　①　業務上に係る公的負担金率

業務上に係る公的負担金率 0.01033

団 体 等 の 負 担 金 率
団 体 組 合 員 の 掛 金 率

セカンドオピニオン及び
受診手配・紹介サービス

組合員及びその家族を対象としたセカンドオピニオン及び受診手
配・紹介サービス

計 99,724 2,090

　　②　追加費用の率
（単位：％）

令 和 ２ 年 度区　　　　　分
（単位：％）



　
　

　　　２　令和２年２月現在の基準利率は年0.0％であることから、「基準利率が1.0％以下の場合」の区分による貸付利

　　　　率が適用されます。

特 別 貸 付 85
災 害 貸 付

　　　３　在宅介護対応住宅貸付は、原則として住宅貸付及び災害住宅貸付に加算して貸付けを行います。

　　　４　阪神・淡路大震災及び東日本大震災に伴う災害住宅貸付等については、別途貸付利率等の特例を設けています。

遺 族 基 礎 年 金

（注）１　貸付利率は、退職等年金給付の給付算定基礎額の算定に使用する基準利率を区分表にあてはめ、該当した区分

　　　　に応じた利率となります。

左記貸付利率の
ほか、貸付保険
に要する費用と
して、0.06％を
借受人の負担と
している。ああ

住　宅

再貸付

住　宅

新　規

21 4

計 7,790 746

老 齢 基 礎 年 金 6,739 604

障 害 基 礎 年 金 1,030 138

計 330

　⑺　基礎年金支払経理

（単位：件、百万円）

区　　分
令 和 ２ 年 度

件　　数 金　　額

25

普 通 貸 付 150
住 宅 貸 付 70

　　②　新規貸付の資金計画

（単位：百万円）

区　　分
令 和 ２ 年 度
金　　　額

住宅新規 …

医療 １，８００万円

住宅再貸付 …

医療 １，９００万円

在宅介護対応住宅貸付
１年以上の組合員
期間がある組合員

年１.００％ 医療 …… ３００万円

年０.９３％

普通 …… ２００万円

年０.０６％
特別貸付 葬　祭 医療 …… １００万円

医　療 修学…修業年限１年につき

修　学 医療 …… １８０万円

災害貸付

入　学

組　合　員

年１.２６％

入学・結婚・葬祭
結　婚 医療 …… ２００万円

普　通

普 通 貸 付 組　合　員 年１.２６％ 医療 …… ２００万円

住 宅 貸 付
１年以上の組合員
期間がある組合員

年１.２６％ 医療 １，８００万円

　⑹　貸付経理

　　①　貸付けの種類及び条件

貸 付 種 類 対　象　者 貸付利率 最 高 限 度 額 貸付保険負担金率



３　予算の概要

(収入）

(支出）

－

－

経過的長期給付組合積立金

剰 余 金

－

－

－

12,918

6,977

－

221

△ 259

厚 生 費

支 払 利 息

他 経 理 へ 繰 入

12,740

318

1,490

33,891

基 礎 年 金 拠 出 金 負 担 金

連 合 会 払 込 金

－他 経 理 よ り 繰 入

厚 生 年 金 交 付 金

基 礎 年 金 交 付 金

厚生年金保険 退職等年金

－

29

－

－

（単位：百万円）

区　　　　分

－

－

0

425

基礎年金支払貸　付

厚生年金保険給付組合積立金

－

34,150

退職等年金給付組合積立金

81,266

－

－

－

0

1,609

－

－

1,701

2,090

－

－

6,239

－

保 険 料 充 当 金

計

給 付 金

役 員 報 酬 ・ 職 員 給 与

厚 生 年 金 拠 出 金 負 担 金

そ の 他 の 支 出

計

差 引 当 期 利 益 金

－

－

64

1,300

18

－

－

－

－

－

－

14,034

137

92

－

95

1,205

－

－

746

0

－

－

－

288

425

－

0

－

－

－

－

－

206

－

－

－

－

746

746

－

－

－

－

－

－

－

－

－

27

－

－

－

746

－

－

△ 4

20

－

4

－

－

－

－

20

24

－

－

－

137

－

－

－

19

－

1

△ 11

41

148

－

－

－

239

206

－

－

0

－

－

－

28

217

－

22

－

2,112

△ 411

－

－

－

83,569

0

－

－

－

－

－

－

13

－

169

256

負 担 金 ・ 掛 金 等

業　務経過的長期

利 息 ･ そ の 他 収 入

1,271

－

保　健

19,344
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